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(1)連結経営成績 　　　　　(百万円未満切捨)

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

( )
( )

① 持分法投資損益  18年 9月中間期 2,373百万円  17年 9月中間期 1,499百万円  18年 3月期 3,781百万円
期中平均株式数  18年 9月中間期 224,976,616株　17年 9月中間期 225,013,050株  18年 3月期 225,002,496株
会計処理の方法の変更　　有
売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

　　　　　(百万円未満切捨)

期末発行済株式数  18年 9月中間期 224,972,414株　17年 9月中間期 225,001,507株  18年 3月期 224,986,720株

(3)連結キャッシュ･フローの状況 　　　　　(百万円未満切捨)

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

( ) ( ) ( ) ( )

①　上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており、実際の
　　業績は、さまざまなリスク要因や不確実な要素により、記載の予想数値と異なる可能性があります。
　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の７ページを参照して下さい。
②　売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。
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１．  18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 9 月 30 日）
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キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー
財 務 活 動 に よ る

２．19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日 ～ 平成 19 年 3 月 31 日）

 18年 3 月期 41,607
25,847 △ 22,851

△  6,168△    113

連結子会社数　 139 社　　　持分法適用非連結子会社数　　該当なし　　　持分法適用関連会社数　 32 社

連結　(新規) 17 社　　(除外) 3 社　　　持分法　(新規) 3 社　　(除外) 1 社 

 17年 9 月中間期

コ ー ド 番 号
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期 末 残 高キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー
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496,1641,149,377
1,095,891 17年 9 月中間期

 18年 9 月中間期
％

2,039.47

平成 18 年 11 月 9 日

経 常 利 益

上 場 取 引 所
本社所在都道府県

営 業 利 益

平成 19 年 3 月期  中 間 決 算 短 信 ( 連 結 )

上 場 会 社 名
９７３５

売　上　高

平成 18 年 11 月 9 日

自己資本比率

円 　銭
116.27

－
－234.28

－

261,219 3.2
8.242,206

　　　　　　　百万円　　％

 18年 9 月中間期
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 18年 3 月期
 17年 9 月中間期

16.1

百万円
538,657

投 資 活 動 に よ る営 業 活 動 に よ る

(2)連結財政状態

(注)

22,232

キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

 18年 3 月期

14(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）

△  6,434

百万円
 18年 9 月中間期 △ 26,774

代表取締役社長
常 務 取 締 役

12.0

94,109

　　　　　　　百万円　　％
267,666

(注)

売　上　高 営 業 利 益

通　期 590,400 4.1 97,400 3.5
259

経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 　％ 百万円 　％ 百万円 　％ 百万円 　％

101,800 5.3 58,300 10.0
銭円
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企 業 集 団 の 状 況

 当社グループは、当社、子会社140社及び関連会社32社で構成され、警備請負サービスを中心としたセキュリティサ
ービス事業、在宅医療及び遠隔画像診断支援サービスを柱にしたメディカルサービス事業、損害保険業を中心とした
保険事業、計測・測量事業を中心とした地理情報サービス事業、サイバーセキュリティサービスやネットワークサー
ビス、ソフトウェア開発を中心とした情報通信・その他の事業を主な内容とし、事業活動を展開しております。 

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 
 
＜セキュリティサービス事業＞ 
 当社が提供しておりますセントラライズドシステムをはじめとする各種のセキュリティサービスは、国内の子会社
ではセコム上信越㈱、セコム北陸㈱、セコム山梨㈱、セコム三重㈱及びセコムジャスティック㈱他18社が事業を展開
しております。関連会社では、日本原子力防護システム㈱他８社がセキュリティサービスを提供しております。当社
はこれらのグループ各社に対して技術指導や安全機器の売渡しを行っております。 
 海外子会社では、上海西科姆電子安全有限公司他５社（中国）、P.T.セコムインドプラタマ(インドネシア)、タイセ

コムピタキイ Co.,Ltd.、セコムPLC(英国)などが、また、海外の関連会社では㈱エスワン(韓国)、タイワンセコム
Co.,Ltd.(英文商号)などが、セントラライズドシステム及び常駐システムの警備請負と安全機器の販売等を行ってお
ります。  
 以下の各社他９社は国内のグループ各社のセキュリティサービス事業を側面から支援しております。 
 セコムテクノサービス㈱はグループ会社が実施するセントラライズドシステムの機器設置、電気工事ならびにグル
ープ各社が保有する安全機器・設備・販売した安全商品の保全維持を行っております。 
 セコム工業㈱はグループ各社の使用する安全機器の製造及び開発を行っております。 
 セコムアルファ㈱は各種安全商品の販売を行っており、当社は同社から安全商品の一部を購入しております。 

 関連会社の能美防災㈱は総合防災設備の製造・販売を行っており、当社は同社から安全機器・商品の一部を購入し
ております。 
 
＜メディカルサービス事業＞ 
 セコム医療システム㈱が遠隔画像診断支援サービス、在宅医療サービス事業等を、㈱マックが医療機器・器材の販
売を、㈱荒井商店が医療機関向けに不動産の賃貸をそれぞれ行っております。 
 
＜保険事業＞ 

 セコム損害保険㈱が損害保険業を、セコム保険サービス㈱が保険会社代理店業務を行っております。 
 
＜地理情報サービス事業＞ 
 ㈱パスコが航空写真による計測技術事業ならびに統合型ＧＩＳ等を開発・販売する地理情報システム事業を展開し
ております。 
 
＜情報通信・その他の事業＞ 

 国内子会社では、セコムトラストシステムズ㈱（※平成18年５月１日付でセコムトラストネット㈱とセコム情報シ
ステム㈱が合併し社名変更したもの）がネットワークサービス、データベースサービス、サイバーセキュリティサー
ビスの提供、国内グループ各社のコンピュータシステムの運営管理およびソフトウェアの開発・販売を行っておりま
す。 
 ㈱ジャパンイメージコミュニケーションズは、衛星放送の委託放送事業を展開しております。 
 セコムホームライフ㈱は、家庭向けセキュリティを重視したマンションの開発及び販売を行っております。 
 ㈱荒井商店は、賃貸ビル・賃貸マンションの運営等を行っております。 
 国内関連会社では、宮城ネットワーク㈱が仙台市を中心にＣＡＴＶ事業及び通信事業を展開しております。 
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事業の系統図は次のとおりであります。

ネットワークサービス 航空測量・地理 安全機器・商品の販売 在宅医療サービス
データベースサービス 情報システム開発 取付工事 遠隔画像診断支援サービス
サイバーセキュリティサービス 保全維持等 医療機器・器材の販売
ソフトウェアの開発・販売 医療機関向け不動産の賃貸等
不動産の開発・販売
不動産の賃貸
ホテル経営等

　連結子会社（１８社） 　連結子会社（１４社）
　　㈱パスコ 　　セコム医療システム㈱
　　　　　　　　　　　他１７社 　　㈱マック
　持分法適用会社（３社） 　　　　　　　　　　　他１２社

　持分法適用会社（１社）

セキュリティサービス事業 セキュリティサービス事業
(警備請負) (業務支援他)

　連結子会社（３３社） 　連結子会社（２３社） 　連結子会社（１１社） 　連結子会社（２社）
　　セコムトラストシステムズ㈱ 　　セ　コ　ム　上信越　㈱ 　　セコムテクノサービス㈱ 　　セコム損害保険㈱
　　㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝｲﾒｰｼﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 　　セ　コ　ム　北　陸　㈱ 　　セコム工業㈱ 　　セコム保険サービス㈱
　　セコムホームライフ㈱ 　　セ　コ　ム　山　梨　㈱ 　　セコムアルファ㈱
　　㈱荒井商店 　　セ　コ　ム　三　重　㈱ 　　　　　　　　　　　他８社
　　㈱ｻﾞ･ｳｲﾝｻﾞｰ･ﾎﾃﾙｽﾞ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 　　セコムジャスティック㈱ 　持分法適用会社（２社）

　　　　　　　　　　　他２８社 　　　　　　　　　　　他１８社 　　能美防災㈱

　持分法適用会社（６社） 　持分法適用会社（９社） 　　　　　　　　　　　他１社

　　宮城ネットワーク㈱ 　　日本原子力防護システム㈱

　　　　　　　　　　　他５社 　　　　　　　　　　　他８社

持株会社等

　連結子会社（６社）
　　ｳｪｽﾃｯｸ･ｾｷｭﾘﾃｨ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ Inc. 警備請負 不動産の賃貸等 航空測量・地理
　　西科姆中国有限公司 情報システム開発
　　　　　　　　　　　　他４社

セキュリティサービス事業
(警備請負及び業務支援他)

　連結子会社（１５社） 　連結子会社（８社） 　連結子会社（９社）
　　上海西科姆電子安全有限公司 　　 ｱｼﾞｱ ﾊﾟｼﾌｨｯｸ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾘﾝｸ Ltd. 　　P.T.ﾇｻﾝﾀﾗ ｾｺﾑ ｲﾝﾌｫﾃｯｸ
　　P.T.ｾｺﾑｲﾝﾄﾞﾌﾟﾗﾀﾏ 　　　　　　　　　　　　他７社 　　　　　　　　　　　　他８社

　　ﾀｲｾｺﾑﾋﾟﾀｷｲ Co.,Ltd. 　持分法適用会社（２社） 　持分法適用会社（１社）

　　セコムPLC

　　ｾｺﾑｵｰｽﾄﾗﾘｱ Pty.,Ltd.
　　　　　　　　　　　　他１０社
　持分法適用会社（８社）
　　(株)エスワン
　　ﾀｲﾜﾝｾｺﾑ Co.,Ltd.(英文商号)
　　　　　　　　　　　　他６社

(注）１．上記の会社の分類は主セグメントによっております。

　　 ２．上記のうち、国内の証券市場に上場している連結子会社ならびに持分法適用会社と公開市場は以下のとおりであります。

　　　　　連結子会社
　　　　　　　㈱パスコ　東証市場第一部　　　セコムテクノサービス㈱　東証市場第二部　　　セコム上信越㈱　東証市場第二部

　　　　　持分法適用会社
　　　　　　　能美防災㈱　東証市場第一部

地理情報サービス事業

（ 当 社 ）

海　外　の　契　約　先

技
術
指
導

情報通信・その他の事業 保険事業

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の

情報通信・その他の事業

保
険
契
約

安
全
機
器
・
商
品
の
売
買

国　内　の　契　約　先

保
険
契
約

地理情報サービス事業 セキュリティサービス事業

警
備
請
負

メディカルサービス事業

　
開
発
・
販
売

機
器
の
売
買

システム開発

セ　コ　ム(株)

・
技
術
指
導

安
全
機
器
の
売
渡
し
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経 営 方 針

＜経営方針＞ 
１． 経営の基本方針 
 当社グループは、社業を通じて社会に貢献することを企業理念とし、セキュリティサービスをは
じめとするさまざまなサービスを複合的・融合的に提供することで、より安心で、便利で、快適な
社会を実現する「社会システム産業」の構築を目指しております。 
 

２．利益配分に関する基本方針 
 当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題として位置付け、業容の拡大、収益動向を総合的に
判断して配当性向ならびに内部留保の水準を決定し、安定的かつ継続的に利益配分を行うことを基
本方針としております。 
 また、内部留保金につきましては、新規契約者の増加に対応するための投資、研究開発、戦略的
事業への投資等に活用し、企業体質の強化及び事業の拡大に努めてまいります。 
 なお、会社法施行により、配当に関する回数制限が撤廃されましたが、当社の配当支払いに関す
る方針には特段の変更を予定しておりません。 

 
３．中期的な経営戦略と対処すべき課題 
 日々変貌していく社会において、人々の価値観の変化により、セキュリティをはじめ、医療、保
険、地理情報サービス、サイバーセキュリティといった安全・安心に対する社会的需要が一層多様
化・高度化しております。 
 このような状況のもと、当社グループはセキュリティサービスなど人々の安全・安心につながる
さまざまなサービスを提供することで、より安心で便利で快適な社会を実現する「社会システム産
業」の構築を目指しております。その具体的な取り組みとして、当社グループはお客様のニーズに
対応したきめ細かいサービスと、お客様の信頼を得られる高品質なシステムを提供することを目指
します。また、グループ各事業のさらなる融合化を進め、グループの総合力を活かした包括的なサ
ービスの提供に努めます。さらに、不断の業務改善により、徹底した経営の効率化を追求します。
 これらの取り組みを通じて、当社グループは「困った時にはセコムに頼めばよい」と言われる企
業体になることを目指してまいります。 

 
４．投資単位に対する考え方 
 当社は、株式の流動性向上と投資家層の拡大を図るため、株式市場で取引可能な株式投資単位に
ついて適宜見直してゆくことを基本方針としております。この方針に基づき、投資家の皆様にとっ
てより投資しやすい環境を整えるために、当社は平成 18年８月１日付で当社株式の 1単元の株式の
数を 500 株から 100 株に引き下げました。 
 今後も、市場の要請、株式の状況、コスト面などを総合的に勘案し、株式の流動性向上と投資家
層の拡大に努めてまいります。 
 
５．目標とする経営指標に関する考え方 
 当社は、さまざまな経営環境に対応すべく、指標経営にとらわれず、柔軟な経営判断を行うこと
を目指しております。「社会システム産業」の本格展開を図るため、リスクを把握しつつ、柔軟かつ
迅速な事業展開を図ります。 
 
６．親会社に関する事項 
   該当事項はありません。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

１．経営成績

　[当中間期の概況]

 当中間連結会計期間（以下「当中間期」）における日本経済は、好調な企業収益を背景に設備投資の増加や雇
用環境の改善が見られ、景気は引き続き緩やかな回復基調で推移しました。 
 一方、近年の治安の悪化や個人情報保護への意識の高まりなどを背景に、安全・安心に対する社会的ニーズは
ますます多様化・高度化しています。このような状況の中、当社グループは「社会システム産業」の本格展開に

向けて、新サービス・商品の提供、事業所の新設・再配置および組織の改編を行うなど中核となるセキュリティ

サービス事業を拡充させる一方、メディカルサービス事業、保険事業、地理情報サービス事業、情報通信・その

他の事業を積極的に展開し、顧客のニーズにより一層合致した高付加価値サービス・商品を提供することに努め

ました。 
 セキュリティサービス事業には、事業所向けおよび家庭向けのセントラライズドシステム（オンライン・セキ
ュリティシステム）、常駐警備、現金護送のほか、安全商品の販売などがあります。当中間期、事業所向けには、

ご契約先に設置した画像センサーで異常発生時に遠隔画像監視を行う「セコムＡＸ」、幅広いセキュリティニー

ズへの対応が可能な汎用性の高い「セコムＤＸ」などのオンライン・セキュリティシステム、出入管理システム

や監視カメラなどの安全商品の販売に引き続き努めました。また大規模施設向けに、セキュリティシステム、常

駐警備および安全商品などを組み合わせたオーダーメイドのシステムを提供することにも注力しました。一方、

家庭向けには、住宅の規模や形態に合わせて最適なシステムを４タイプの中から選ぶことができる、新たな「セ

コム・ホームセキュリティ」シリーズを当中間期に販売開始し、これまで以上に幅広い層のお客様のご要望にお

応えできるようになりました。また、消防法改正により住宅用火災警報器の設置が順次義務付けられることを踏

まえた新「ホーム火災センサー」の発売、戸建住宅の侵入手口の多くがガラス破りであることを踏まえた「ＳＥ

ＣＯＭあんしんガラス」や「ＳＥＣＯＭあんしんフィルム」の販売強化を行いました。このほか、首都圏や関西

圏の一部地域で「セコム・ホームセキュリティ」のお客様を対象に提供していた生活支援サービス「セコム・ホ

ームサービス」について、サービス提供エリアを名古屋近郊や福岡近郊まで拡大しました。ご家庭の日常で起こ

るさまざまな問題の解決を手助けする「セコム・ホームサービス」が「セコム・ホームセキュリティ」に加わる

ことで、ご家庭により高品質・高付加価値のサービスを包括的に提供することが可能になります。 

 メディカルサービス事業には、在宅医療サービス、遠隔画像診断支援サービス、電子カルテ、医療機器等の販
売、有料老人ホームの経営、介護サービス、医療機関向け不動産賃貸などがあります。当中間期は、訪問看護サ

ービスや薬剤提供サービスを中心とした在宅医療サービスの拡充に注力しました。また、当社グループのセキュ

リティやメディカルのノウハウを結集した有料老人ホーム「セコムフォート」シリーズ第一弾として、平成18

年10月１日に「コンフォートガーデンあざみ野」を横浜市にオープンしました。 
 保険事業では、セコムの緊急対処員が“現場急行サービス”を行う自動車総合保険「ＮＥＷセコム安心マイカ
ー保険」をはじめ、事業所向けの「火災保険セキュリティ割引」、家庭総合保険「セコム安心マイホーム保険」、

最適な治療でガン克服を目指した「自由診療保険メディコム」など、セコムならではの保険の販売に努めました。

また当中間期、乳ガンを経験された女性専用のガン保険「自由診療保険メディコムワン」を発売し、「自由診療

保険メディコム」のラインアップを拡充しました。 
地理情報サービス事業では、地理情報システム（ＧＩＳ）技術を活用した自治体・民間向けソリューションサ

ービスの提供をはじめ、測量・計測、建設コンサルタント事業などを行っています。当中間期も、地方公共団体

向けの統合型ＧＩＳ製品「PasCAL」や、民間企業向けにエリアマーケティングを支援する「MarketPlanner
シリーズ」等の販売を行ったほか、アジアを中心とした海外市場の開拓にも注力しました。 
 情報通信・その他の事業には、情報通信サービス、不動産開発・販売、不動産賃貸などがあります。情報通信
サービス分野では、サイバーセキュリティサービスの提供を行うセコムトラストネット㈱と、ネットワークシス

テムの構築・運用を行うセコム情報システム㈱が平成18年５月１日付で合併し、会社名をセコムトラストシステ

ムズ㈱と改め、新たなスタートを切りました。不動産開発・販売分野では、セキュリティを重視した分譲マンシ

ョン「グローリオ」シリーズの開発・販売に努めました。 
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 これらの結果、当中間期における連結売上高は 2,676億円(前年同期比 2.5%増加 ※下表1参照)となってお

ります。利益面におきましては、前期に「退職給付会計に係る会計基準」の一部改正に伴い、期首の未認識年

金資産超過額を一括して費用の減額（ △15億円）として処理したため増加率は小幅となり(※下表2参照)、営

業利益は 422億円(前年同期比 2.9%増加)、経常利益は 452億円(前年同期比 8.2%増加)、中間純利益は 261億

円(前年同期比 12.0%増加)となりました。 

 

 これを事業別にみますと、セキュリティサービス事業は、セントラライズドシステムを中心に順調に推移し

ており、売上高は 1,982億円(前年同期比 4.1%増加)となり、営業利益は 512億円(前年同期比 2.9%増加)とな

りました。 

 メディカルサービス事業は、㈱マックの大口案件の医療機器売上が減少したことにより、前年同期比 △1億

円 1.3%減少の 145億円となり、営業利益は 6億円(前年同期比 16.7%減少)となりました。 

 

 保険事業は、セコム損害保険㈱の正味保険料収入は 13億円増加しましたが、セコム保険サービス㈱が当中間

期より、保険事業の保険会社代理店業務における売上高の計上基準につき、受取保険料を売上高、保険会社へ

の支払額を原価に計上する方法から、両者を相殺した手数料相当額を売上高に計上する方法に変更したため（前

年同期を当期と同じ処理とした場合、20億円減少）、売上高は前年同期比 △7億円 5.7%減少の131億円となり、

また営業損益はセコム損害保険㈱が台風13号の影響により自然災害に係る保険金の支払い等が約 5億円増加し

たため、前年同期比△ 5億円 32.1%損失増の 21億円の営業損失となりました。なお、保険事業はその性格上、

経常利益が重要な指標となりますが、保険事業の主たる会社であるセコム損害保険㈱は前年同期 5億円の損失

計上に対し当期は 2億円の利益計上となっております。 

 

 地理情報サービス事業は、売上高は 135億円(前年同期比 2.1%増加)となり、営業損益は㈱パスコの請負業務

が下期に集中するために上期は人件費等の固定費増加を吸収できず、前年同期比△ 1億円 8.4%損失増の 23億

円の営業損失となりました。 

 

情報通信・その他の事業は、売上高はセコムホームライフ㈱が上半期完成予定であった物件の完成が下半期

に遅れたこともあり、前年同期比 △7億円 2.5%減少の 282億円となりましたが、コスト管理を進めた結果、営

業利益は 15億円(前年同期比 32.0%増加)となっております。 

 

 また、所在地別にみますと、国内においては、売上高は 2,602億円(前年同期比 2.2%増加)、営業利益は 478

億円(前年同期比 1.6%増加)となり、その他の地域においては、売上高が 74億円(前年同期比 13.6%増加)とな

り、営業利益は 4億円(前年同期比 19.8%増加)となりました。 

表2．前期の退職給付会計基準の改正に伴う影響額を除いた場合 （金額単位：億円）
実績

前中間期 当中間期 前中間期 当中間期

営業利益 410　 422　 394　 422　
 前年同期比（％） ＋ 12.2%　 ＋ 2.9%　 ＋ 7.9%　 ＋ 7.0%　

経常利益 417　 452　 402　 452　
 前年同期比（％） ＋ 16.1%　 ＋ 8.2%　 ＋ 11.8%　 ＋ 12.5%　

影響額控除後影響額
△15億円

表1．セグメント別の前期比増減内訳
前期比較

増減額 増減率

ｾｷｭﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ 1,982 78 4.1 

ﾒﾃﾞｨｶﾙｻｰﾋﾞｽ 145 △ 1 △ 1.3 

保険 131 △ 7 △ 5.7 

地理情報ｻｰﾋﾞｽ 135 2 2.1 

情報通信･その他 282 △ 7 △ 2.5 

** 売上高 合計 ** 2,676 64 2.5 

売上高事業の種類別ｾｸﾞﾒﾝﾄ

（金額単位：億円）

前期比較

増減額 増減率

ｾｷｭﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ 512 14 2.9 

ﾒﾃﾞｨｶﾙｻｰﾋﾞｽ 6 △ 1 △ 16.7 

保険 △ 21 △ 5 △ 32.1 

地理情報ｻｰﾋﾞｽ △ 23 △ 1 △ 8.4 

情報通信･その他 15 3 32.0 

消去及び全社 △ 67 1 2.7 

* 営業利益 合計 * 422 11 2.9 

営業利益事業の種類別ｾｸﾞﾒﾝﾄ
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［通期の見通し］

（注）当期業績予想には数理計算上の差異の発生は見込んでおりません。

　※上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており、実際の業績は、
　　さまざまなリスク要因や不確実な要素により、記載の予想数値と異なる可能性があります。

当面の日本経済は、引き続き景気回復基調で推移すると見込まれる半面、米国経済の減速懸念や日本を取り巻
く国際情勢の不透明感もあり、必ずしも楽観視はできない状況です。このような状況のもと、当社グループは高
品質なサービス・商品の開発・提供に努めるとともに、さらなる経営の効率化を推進する所存であります。 
 

 通期の業績予想につきましては、連結売上高は 5,904 億円(前期比 4.1%増加)の見込みであります。 
利益面におきましては、前期に「退職給付会計に係る会計基準」の一部改正に伴い、期首の未認識年金資産超
過額を含む年金資産超過額を一括して費用の減額（ △73 億円）として処理したため増加率は小幅となり(※下表
1参照)、営業利益は 974 億円(前期比 3.5%増加)、及び経常利益は 1,018 億円(前期比 5.3%増加)の見込みとなっ
ており、当期純利益は 583 億円(前期比 10.0%増加)の予想であります。連結業績概要の推移は以下の表の通りで
あります。 

【連結業績概要の推移】 （金額単位：億円）

平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期
年間実績 年間実績 年間予想

売上高 5,472　 5,673　 5,904　
　前期比増減率 ＋ 3.8%　 ＋ 3.7%　 ＋ 4.1%　
営業利益 830　 941　 974　
　前期比増減率 ＋ 2.2%　 ＋ 13.3%　 ＋ 3.5%　
経常利益 834　 966　 1,018　
　前期比増減率 ＋ 9.5%　 ＋ 15.8%　 ＋ 5.3%　
当期純利益 485　 529　 583　
　前期比増減率 ＋ 18.0%　 ＋ 9.2%　 ＋ 10.0%　

1株当たり当期純利益 (円) 214.41　 234.28　 259.14　

表1．前期の退職給付会計基準の改正に伴う影響額を除いた場合（金額単位：億円）
実績及び見通し
前期 当期 前期 当期

営業利益 941　 974　 867　 974　
 前期比（％） ＋ 13.3%　 ＋ 3.5%　 ＋ 4.5%　 ＋ 12.3%　
経常利益 966　 1,018　 893　 1,018　
 前期比（％） ＋ 15.8%　 ＋ 5.3%　 ＋ 7.0%　 ＋ 14.0%　

影響額控除後影響額
△73億円
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２．財政状態

　(1) 中間連結貸借対照表

　(2) 中間連結キャッシュ･フロー計算書

　　　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の状況は以下のとおりで
　　あります。

（単位：百万円）

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 192,950

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 228,745

228,745

187,879 189,594

192,950

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー  △  26,774 25,847 41,607

投資活動によるキャッシュ・フロー 22,232  △   6,434  △     113

財務活動によるキャッシュ・フロー  △  36,377  △  22,851  △   6,168

現金及び現金同等物に係る換算差額 54 82 470

現金及び現金同等物の増減額(△は減少額)  △  40,866  △   3,355 35,795

 当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 680億円(5.9%)減少して 10,812億円とな
りました。 
流動資産は、コールローンが 50億円(20.0%)増加の 300億円、たな卸資産が 189億円(29.5%)増加の
831億円となりましたが、現金及び預金が 420億円(15.5%)減少の 2,297億円、受取手形及び売掛金が 135
億円(25.7%)減少の 391億円、有価証券が 341億円(40.7%)減少の 496億円となったため、合計は前連結
会計年度末比 699億円(12.7%)減少の 4,820億円となりました。固定資産は、投資有価証券が 135億円
(5.9%)減少の 2,175億円となりましたが、有形固定資産合計が 139億円(5.9%)増加の 2,479億円となっ
たため、合計は前連結会計年度末比 16億円(0.3%)増加の 5,990億円となりました。 
 負債は、前連結会計年度末に比べ 751億円(12.2%)減少して 5,426億円となりました。 
流動負債は、一年以内償還予定社債が当社の第１回無担保社債 300億円が 平成18年６月に償還となった
こと等により 295億円(91.8%)減少の26億円となったため、合計は前連結会計年度末比 315億円(10.4%)
減少の 2,719億円となりました。固定負債は、保険契約準備金が 478億円(19.5%)減少の 1,978億円とな
ったため、前連結会計年度末に比べ 435億円(13.9%)減少の 2,707億円となりました。 
 なお、当社グループでは、金融機関が設置している自動現金受払機の現金補填業務ならびに現金回収
管理業務を行っており、そのための現金及び預金残高 675億円(前期末比 24億円増加)が現金及び預金残
高に、資金調達額 261億円(前期末比 0.3億円増加)が短期借入金残高にそれぞれ含まれております。 
 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、保険契約準備金の減少が 478
億円（前年同期は 77億円の減少）、販売用不動産が 167億円増加したことによる、たな卸資産の増加 195
億円（前年同期比 7.1%増）、仕入債務の減少 116億円（前年同期は 44億円の減少）、法人税等の支払額
213億円（前年同期比 40.6%増）などの減少要因により、税金等調整前中間純利益 444億円（前年同期
比 5.9%増）、減価償却費 176億円（前年同期比 3.0%増）、受取手形及び売掛債権の減少 131億円（前年
同期比 17.5%減）の増加要因があるも、全体では 267億円の資金の減少（前年同期は 258億円の資金の
増加）となっております。 
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　［キャッシュ・フロー指標のトレンド］

　　　当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは、以下のとおりであります。

平成17年３月期 平成18年３月期

　　　※　自己資本比率：（純資産－新株予約権－少数株主持分）／総資産

　　　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　　　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません。）

　　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　　（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

　　　　　２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

　　　　　３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　　　を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っ

　　　　　　　ている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計

　　　　　　　算書の利息の支払額を使用しております。

　　　　　４．当中間期のインタレスト･カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため

　　　　　　　記載しておりません。

4.1

24.2

121.7

－

－

－

46.5

1.8

平成19年３月期

中　間

46.6

80.5 91.4 112.1 117.8

中　間 期　末

38.6 40.3 41.9 43.2

中　間 期　末

39.7

－

30.7

自 己 資 本 比 率

(％)時価ベースの自己資本比率

債 務 償 還 年 数 (年)

(％)

インタレスト･カバレッジ･レシオ

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、警報機器及び設備購入等の有形固定資産の取得による支出が

244億円(前年同期比 8.6%増)、投資有価証券の取得による支出が 297億円(前年同期比 6.2%増)、貸付に

よる支出が 36億円（前年同期比 55.0%減）となりましたが、投資有価証券の売却による収入が 643億円(前

年同期比 46.8%増)、有価証券の減少に伴う資金の増加 56億円（前年同期は 90億円の資金の減少）、貸付

金の回収による収入が 121億円（前年同期比 20.8%減）となったため、全体では 222億円の資金の増加（前

年同期は 64億円の資金の減少）となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加 87億円（前年同期は 81億円の減少）、社債

の発行による収入 48億円（前年同期は 14億円の収入）などの増加要因がありましたが、社債の償還によ

る支出 306億円(前年同期は 3億円の支出)、配当金の支払 134億円（前年同期比 20.0%増）などにより、

財務活動の結果使用した資金は 363億円(前年同期比 59.2%増)となりました。 

  

 これらの結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度末に比べ 408億円減少して

1,878億円となりました。 
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 (単位：百万円)

期 別

 科 目

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

平成18年３月31日

構成比

55.4 

22.9 

2.3 

48.0 

52.0 

20.4 

2.1 

30.2 

0.0 

100.0 

15,400     

63         

1,095,891  

0.0 

100.0 

16,198     

40,917     

4,687      

△ 9,318   

2.5 

28.8 

227,201    

36,322     

66,480     

24,104     

27,526     

316,008    

24,384     

338,920    

59,016     

9,245      

45,010     

230,519    

52.4 

21.1 

74,976     

64,957     

1,149,377  

11,256     

41,217     

△ 13,401  

47         

65,542     

28,183     

6,346      

中間連結貸借対照表 (資産の部)

％

521,772    

230,099    

47.6 

25,000     

30,301     

263        

1,081,296  

52,667     

17,678     

83,809     

64,194     

9,462      

13,419     

△ 1,617   

234,066    

52,044     

16,127     

42,027     

△ 13,409  

12,096     

24,587     

326,441    

217,554    

247,987    

78,512     

66,009     

73,164     

100.0 

29.5 

0.0 

482,017    

229,718    

83,104     

10,597     

16,454     

30,000     

39,131     

18,415     

49,694     

 繰 　延 　資 　産

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

前 払 年 金 費 用

警 報 機 器 及 び 設 備

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

 固 　定 　資 　産

建 物 及 び 構 築 物

有 形 固 定 資 産

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

短 期 貸 付 金

コ ー ル ロ ー ン

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

未 収 契 約 料

有 価 証 券

現 金 及 び 預 金

44.6 

％

金　　額 構成比

 流　 動 　資　 産

当中間連結会計期間末

平成18年９月30日

金　　額

( 資 産 の 部 )

前中間連結会計期間末

平成17年９月30日

構成比

11,186     

551,959    

271,780    

25,000     

597,370    

15,564     

231,096    

57,564     

77,270     

63,070     

△ 1,446   

599,015    

％

金　　額

33,193     

17,507     

△ 2,240   

574,055    

89,541     

－ 1 0 －



（単位：百万円)

期 別

科 目

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ）

( ）

( ）

600        －         －         

－ －         －繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △     39  △ 0.0 －         

－         －

－         －

－         －

－         －

－         －
－         －

－

－         －
－         －

－

当中間連結会計期間末

平成18年９月30日

－         

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

平成18年３月31日

96         －         

金　　額

26.4 

17,279     

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 10,483  △ 1.0 －         － －         

55.1 

3.0 

6.1 

－

－

7.6 

△ 1.3 

－

その他有価証券評価差額金 8,803      0.8 －         

△  1,719  △ 0.2 －         

66,377     6.1 －         
83,055     

△ 4.1 

△ 3.9 

43.2 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

－ 

△ 4.1 

41.9 

－ 
－ 

－ 

9,886      
△ 13,712  

83,054     

△ 44,662  

458,884    

83,054     
388,077    

27.3 

53.7 

3.1 

－         

5.8 
7.2 
33.8 357,940    

0.9 

－ 

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

－         
－         

( 資 本 の 部 )
資 本 金

資 本 剰 余 金

－ 
－ 

32.7 

496,164    

△ 44,749  

13,230     

100.0 

1.2 
△ 0.9 

少 数 株 主 持 分

1,149,377  －         100.0 1,095,891  

－

△ 44,833  

505,167    

－         為 替 換 算 調 整 勘 定 △  9,825  
－         

及 び 資 本 合 計
負 債 、 少 数 株 主 持 分

－         

－         66,377     66,377     － 

617,743    

－         35,469     

542,639    603,960    

33,046     

50.2 

－ 

1,011      1,043      
245,644    197,816    270,520    

1,623      

長 期 借 入 金

11,123     

28,982     29,920     

11,362     

29,124     

12,232     

11,274     13,444     10,654     
15,050     11,180     11,795     

119,532    100,294    

16,803     
2,635      30,990     

16,208     18,652     

流　 動 　負　 債 271,903    267,285    

13,827     

25.1 24.4 

金　　額構成比

中間連結貸借対照表 (負債、純資産の部)

前中間連結会計期間末

平成17年９月30日

構成比 構成比

2,890      2,588      

10,045     

19,451     

33,041     
2,004      

17,562     
2,254      

9,118      

％

金　　額

48,118     

270,735    

42,433     

25.1 336,674    

46,805     

314,303    30.7 

2,085      

8,981      

22,159     
26,340     
32,210     

－         

( 負 債 の 部 )

30,747     

％
303,440    

2,899      724        1,079      

2,261      
31,740     

％

112,868    

7.7 －         

46.7 －         －

－         －
400,568    37.0 －         －

純 資 産 合 計 538,657    49.8 －         

－

自 己 株 式

－負 債 純 資 産 合 計

35,209     3.3 －         －

－

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

一 年 以 内 償 還 予 定 社 債

－         

少 数 株 主 持 分

1,081,296  100.0 －         

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

前 受 契 約 料

賞 与 引 当 金

そ の 他

社 債

固 　定 　負　 債

役 員 賞 与 引 当 金

損 害 賠 償 金 引 当 金

預 り 保 証 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

保 険 契 約 準 備 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株　主　資　本

( 純 資 産 の 部 )

( 少数株主持分 )

資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

1,640      －         1,565      

－1 1－



（単位：百万円)

期 別

 科 目

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日

百分比 百分比 増減率 百分比

当中間連結会計期間

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

％

100.0

61.9

特 別 利 益

567,315

351,020

2.5

3.3

261,219

158,999

特 別 損 失

法人税､住民税及び事業税

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

7,190

6,402

41,798

△   589

18,788

42,206

16.9

0.0

44,409 16.6

0.4

61,277

17

850

4,255

45,242

61,209

△ 1,729

1,191

26,158

△ 0.6

16.0 5.9

△ 98.9△ 1,5580.6

0.6

10.31,758

2,475

6,447

5,182

1,264

68

100.0

60.9

23.4

39.1102,220

61.3

100.0267,666

164,181

103,484 38.7

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

0.3

7.0

0.4

税 金 等 調 整 前
中間(当期)純利益

中間連結損益計算書

％

金　　額 金　　額

％

前中間連結会計期間

金　　額

（△印減）

金　　額

％

17.1

11,189

増　　減

216,2941.2

0.1

7,291

1.6 2.3

15,792

13,232

96,669

2.8

16.0

2.7

2.5

22.9

15.8 15.7 2.91,19541,010

122,185

△ 40.9

94,109

94,829 16.7

1.6

2.0

16.6

9,349

8.23,444

△ 33.5

101

△ 2,146

2.81.4

38.1

21.5

1,440

1,575

0.2

6.5

386

17,029

41,933

1,154 0.7

6.134,888

0.6

3.237

3,131

3,815

△ 547.4

12.02,795 52,994

△ 2,115

9.38.923,3639.8中間(当期)純利益

－1 2－



当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日）

（単位：百万円)

買換資産圧縮積立金の取崩し

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結剰余金計算書

自己株式

中間連結会計期間中の変動額合計

1

1

26,158

自己株式の処分

自己株式の取得

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

△    101

△ 44,749

16

平成18年3月31日残高 83,054 388,077

利益剰余金

505,167400,568平成18年9月30日残高

12,490

66,377 83,055

△     84

△ 44,833

 － 

中間連結株主資本等変動計算書

株主資本

66,377

中間連結会計期間中の変動額

株主資本合計資本金 資本剰余金

△ 13,499

△    168

剰余金の配当

利益処分による役員賞与

中間純利益 26,158

△ 13,499

△    168

△    101

17

－

12,407

492,760

買換資産圧縮積立金の取崩し

中間連結会計期間中の変動額合計

平成18年9月30日残高

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

平成18年3月31日残高

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当

利益処分による役員賞与

－

7,023

8,803 △ 10,483 538,657

△ 259

35,209

△ 4,427 △    657

△ 5,383△ 259△ 39

純資産合計少数株主持分
評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

△   101

17

△   168

26,158

△13,499

△  9,825 531,63435,46913,230

△ 4,427

繰延ヘッジ損益

 － 

評価・換算差額
等合計

3,404

△ 5,124

△ 5,124

△ 1,719

△ 39

△ 39

△    657

－1 3－



 (単位：百万円)

期 別

 科 目

金　　額 金　　額

（資本剰余金の部）

子会社合併に伴う増加高

（利益剰余金の部）

子会社合併に伴う減少高

子会社減少に伴う減少高

53,530

－ 29

388,077357,940

11,962

配 当 金

持分法適用会社の減少に伴う増加高

利益剰余金中間期末(期末)残高

500

役 員 賞 与 180

11,932

至 平成18年３月31日

346,510

500

資本剰余金中間期末(期末)残高

利益剰余金期首残高

前連結会計年度

11,251

資本剰余金期首残高

資本剰余金増 加高

500

180

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

自 平成17年４月１日

500

82,553

中間連結剰余金計算書

前中間連結会計期間

83,054

500

82,553

中間 ( 当期 ) 純利益

346,510

利益剰余金増 加高

23,363

23,363

－

利益剰余金減 少高

52,994

535

500

11,251

83,054

－1 4－



 (単位：百万円)

期 別
 科 目

△ △ △

△ △

△ △ △

△ △ △

△ △

△ △ △

△ △ △

△

△ △ △

△ △

△ △ △

△

△

△ △ △

△ △ △

△

△

△

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△

△ △ △

△ △

△ △

△ △ △

△ △

△

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △

－

228,745

255 178

663

8,151

102
867
48,687

41,607

中間連結キャッシュ・フロー計算書

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
前連結会計年度の
要約連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

自 平成18年４月1日
至 平成18年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成18年３月31日

自 平成17年４月1日 自 平成17年４月1日

35,795
192,950

2,565

942

470

11,251
34

33
6,168

191

7,356

3,734
113

840

7,459
4,387

6,945
69,005
99,889
938
3,064
15,327
27,995
1,106

9,570
1,718
28,553

32,634
2,555
62,308

9,979

7,332
1,721

3,028

6,454
820

3,322
7,233
3,601
24,088

3,781
3,423
10,883

配 当 金 の 支 払 額 13,499 11,251

43,826
55
1,905
8,188

28,027

252

1,204

1,071
37,160
4,726
841
15,198
25,847

9,036

18,291
4,481
7,757

1,833
22,544

1,104

2,805

150
15,955

2,306

3,552
3,494

82

94,829
17,096
1,058

37,436
1,863

874

189,594

34

104
10

22,851

192,950
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

1,104
6,434

228,745
187,879

260
短期借入金の増減(純額)(△は減少)

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

少 数 株 主 か ら の 払 込 に よ る 収 入

自 己 株 式 の 増 加 ( 純 額 )

子 会 社 の 自 己 株 式 の 増 加 ( 純 額 )
36,377
54

40,866 3,355

345

営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

減 価 償 却 費

1,482

15,308

548
4,198

1,299

41,933

長 期 借 入 に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

4,807

1,472

受取手形及び売掛債権の増減(△は増加)

投 資 有 価 証 券 評 価 損

減 損 損 失
690

仕 入 債 務 の 増 減 ( △ は 減 少 )

Ⅰ

子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

短期貸付金の増減（純額）(△は増加)

貸 付 に よ る 支 出

法 人 税 等 の 支 払 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

退職給付引当金及び前払年金費用の増減

有形固定資産売却損益及び廃棄損

投 資 有 価 証 券 売 却 損 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益

30,605
－

4,981

－

2,373

2,876
797

13,168
0
95

た な 卸 資 産 の 増 加

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

貸 倒 引 当 金 の 増 減 ( △ は 減 少 )

支 払 利 息

139

19,586

44,409
17,616

保 険 契 約 準 備 金 の 減 少

21,372

1,113

47,828
そ の 他

利 息 の 支 払 額

小 計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー

11,622

488

26,774

855

64,324
29,762

8,908
4,342
836

22,232

－

5,630

96

1,787
24,484

546

84
1,020

有価証券の増減 ( 純額 )( △は増加 )

334

そ の 他 2,283

8,749
財務活動によるキャッシュ・フロー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

3,688

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 12,130
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却

5

Ⅱ
定期預金の増減 ( 純額 )( △は増加 )

投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少額)

の れ ん 償 却 額 689 －

為 替 差 損 益 ( △ は 利 益 ) 94 281

184
1,155

1,499
34
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　１．連結の範囲に関する事項

　　　(1) 連結子会社の数 139社
　　　　　　主要会社名　ｾｺﾑ上信越㈱、ｾｺﾑ医療ｼｽﾃﾑ㈱、ｾｺﾑ損害保険㈱、ｾｺﾑﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ㈱、
　　　　　　　　　　　　ｾｺﾑ工業㈱、ｾｺﾑﾄﾗｽﾄｼｽﾃﾑｽﾞ㈱、㈱ﾊﾟｽｺ、ｾｺﾑﾎｰﾑﾗｲﾌ㈱、
　　　　　　　　　　　　㈱荒井商店、ｳｪｽﾃｯｸ･ｾｷｭﾘﾃｨ･ｸﾞﾙｰﾌﾟInc.

　　　(2) 非連結子会社
　　　　　　　　　　 　(連結の範囲から除いた理由)

ｴﾌｴﾑ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ﾗｵｽは、小規模であり、総資産、売上高、中間純損益(持
分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも中間連結
財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　２．持分法の適用に関する事項

　　　関連会社32社は、すべて持分法を適用しております。
　　　　　　主要会社名　能美防災㈱、日本原子力防護システム㈱
　　　　　　　　　　　　㈱ｴｽﾜﾝ、ﾀｲﾜﾝｾｺﾑ Co.,Ltd.(英文商号)

　３．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　　連　結（新規）１７社 PASCO Geomatios India Private Limited･････(設立出資)
矢野新空調㈱ほか１社･････(株式取得)
㈲阿寒アーバンプロパティーズほか１３社･････(持分取得)

　　　　　　（除外）  ３社 セコム情報システム㈱ほか１社･････(吸収合併)
ウェステックファイナンスカンパニー･････（清算）

　　　持分法（新規）  ３社 ＮＡＡ成田空港セコム㈱ほか２社･････(設立出資)
　　　　　　（除外）  １社 ㈱シグマ・ファースト･･･(株式売却)

　４．連結子会社の中間決算日等に関する事項

 ｴﾌｴﾑ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ﾗｵｽ

在外連結子会社のうち、ウェステック･セキュリティ･グループ Inc.他の米国10社、セコミンタ

ーオーストラリア Pty.,Ltd.他の豪州２社、セコムPLC他の英国３社、西科姆中国有限公司他の

中国12社、P.T.ヌサンタラ セコム インフォテック、P.T.セコムインドプラタマ、パスコタイ

Co.,Ltd.、タイセコムピタキイCo.,Ltd.、パスコ･サーテザ･コンピュータマッピングCorp. 、

PASCO Geomatios India Private Limited、セコム ベトナム ジョイントベンチャーCo.、及びエ

フエム インターナショナル オーワイ フィンマップの中間決算日は６月30日であり、中間連結

財務諸表の作成にあたっては、当該中間決算日に係る財務諸表を使用しております。 

国内連結子会社のうち、㈲恵那アーバンプロパティーズ他の15社の中間決算日は６月30日であり

ますが、中間連結財務諸表の作成にあたっては、９月30日で実施した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。また、㈱GIS東北、㈱GIS関東、㈱GIS関西の中間決算日は６月30日であり、

中間連結財務諸表の作成にあたっては、当該中間決算日に係る財務諸表を使用しております。た

だし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。その他の連結子会社は、中間連結決算日と一致しております。 
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　５．会計処理基準に関する事項

　　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券…償却原価法によっております。
その他有価証券
時価のあるもの
　株式及び受益証券…中間決算末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく

時価法によっております。
　そ  れ  以  外 … 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法によって

おります。
　なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移
　動平均法により算定しております。また、複合金融商品については、組込
　デリバティブの時価を区別して測定することが出来ない複合金融商品につ
　いては、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。

時価のないもの
　主として移動平均法による原価法により算定しております。

時価法によっております。

主として移動平均法に基づく原価法によっております。ただし、たな卸資産
に含まれる販売用不動産に関しては、個別法による低価法によっております。

　　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

主として定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降取得し
した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
  建物　22 ～ 50 年  　警報機器及び設備　5 年

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

定額法を採用しております。
なお、警備契約先における機器設置工事費のうち、契約先からの受取額を超
える部分は「長期前払費用」として処理し、契約期間（５年）に基づく定額
法によっております。

　　(3) 重要な引当金の計上基準

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

従業員に対する賞与の支給に備え、支給見込額のうち当中間連結会計期間に
負担する金額を計上しております。

役員賞与の支出に備え、支給見込額のうち当中間連結会計期間に負担する
金額を計上しております。

（会計処理方法の変更）
当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第
４号　平成17年11月29日）を適用しております。
これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は、それぞれ 
96百万円減少しております。

損害賠償金引当金 損害賠償金の支払に備えて、予想される損害賠償金を計上しております。

当社及び国内連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間
連結会計期間末において発生していると認められる額を退職給付引当金及び
前払年金費用として計上しております。
過去勤務債務及び数理計算上の差異は発生年度に全額損益処理しております。

有 価 証 券

デリバティブ

た な 卸 資 産

退職給付引当金

有形固定資産

無形固定資産

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

長期前払費用

役員賞与引当金
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役員退職慰労引当金

　　(4) 収益の計上基準

　　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　　　①ヘッジ会計の方法

　　　　②ヘッジ手段と対象   

　　　　③ヘッジ方針  
　　　　　主として当社のリスク管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。

　　　　④ヘッジの有効性評価の方法

　　(7) 消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　６．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

当社及び一部の国内連結子会社においては、役員の退職慰労金の支出に
備えるため、役員退職慰労金規則に基づく中間期末要支給額を計上して
おります。

金利スワップ 社 債 及 び 借 入 金
ヘッジ手段 ヘッジ対象

これは、近年、役員退職慰労引当金の計上が会計慣行として定着しつつ
あることを踏まえ、前連結会計年度下期において役員退職慰労金規則の
取り扱い細則を整備したことを契機に、役員の在任期間に合理的に費用

（追加情報）
従来、役員退職慰労金は、支出額確定時の費用として処理しておりまし
たが、前連結会計年度下期より役員退職慰労金規則に基づく期末要支給
額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しております。

を分配することにより、期間損益の適正化と財務体質の健全化を図るた
めに行ったものであります。
従って、前中間連結会計期間においては従来の方法によっており、当中
間連結会計期間と同一の方法を採用した場合と比べ、営業利益及び経常
利益はそれぞれ 43百万円多く計上され、税金等調整前中間純利益は 
1,181百万円多く計上されております。

　　　　㈱パスコ及びその子会社の請負業務については工事進行基準を採用しております。また、
　　　　セコムテクノサービス㈱及びその子会社の請負金額５億円以上の工事については工事進行
　　　　基準を採用しております。

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
　　　　については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　　　　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては特例処理

　　　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時
　　　引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし
　　　か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　　　　　の要件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

　　　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場
　　　　　変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処
　　　　　理の要件に該当すると判定される場合には、有効性の判定は省略しております。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　　　当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計
　　　基準第５号　平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
　　　の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号　平成17年12月9日）を適用しております。
　　　これまでの資本の部の合計に相当する金額は 503,486百万円であります。
　　　なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結
　　　財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。

　２．企業結合に係る会計基準等

　　　当中間連結会計期間より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平成15年10月31日）
　　　および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基
　　　準第７号）ならびに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会
　　　計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用しております。

表示方法の変更

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）
　「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から「のれん償却額」として表示しております。
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注 記 事 項

< 中間連結貸借対照表関係 >
前島さん

(百万円) (百万円) (百万円)

１.有形固定資産減価償却累計額

２.担保に供している資産と関係債務

３.非連結子会社及び関連会社の株式の額
（固定資産）
　投資有価証券（株式）

４.偶発債務
(1) 関連会社等の借入金及びリース
　　等未払額に対する債務保証

(2) 訴訟関連

63,141短 期 借 入 金 51,136

11,162

75,316
投 資 有 価 証 券
合 計

38,347 41,854

同 上 の 債 務

1,168

10,890

118,630

1,976 1,593

84,429

10,285

1,469
1,976

1,915

有 形 固 定 資 産 ( そ の 他 )
土 地

420 420現金及び預金(定期預金) 420
たな卸資産(販売用不動産)
建 物 及 び 構 築 物

63,303 28,414

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 　前連結会計年度末　

252,387 236,952 245,404

37,528

42 7
15,45320,960

6
14,730

30,457 28,59927,512

11,996

10,013
107,910

9,002
70,423

37,132

85,193

当中間連結会計
期間末と同じ

長 期 借 入 金
合 計

82,712
社 債 15,185

無 形 固 定 資 産 ( 借 地 権 )

7,886 11,857

セコム損害保険㈱は、富士通㈱に発注
したシステム構築等に関して、平成16
年７月に同社から費用償還請求訴訟(請
求額2,500百万円)を東京地方裁判所に
提起されております。セコム損害保険
㈱は、この請求全額を不当として争っ
ているだけでなく、損害賠償請求(請求
額1,000百万円)の反訴を提起してお
り、現在係属中であります。

㈱パスコは平成17年10月31日､㈱三井
住友銀行に対して、2,010百万円の債務
不存在確認の訴えを東京地方裁判所に
提起しました。㈱三井住友銀行は、第
三者に対して貸付を行い、その担保と
して第三者の㈱パスコに対する機器売
買代金債権を譲り受けたとして、上記
売買代金を支払うよう主張していたた
めです。しかしながら、弁護士を含め
て慎重に検討した結果、上記取引は無
効であり、㈱パスコの主張は認められ
るものと確信しております。なお､上記
に関し､㈱三井住友銀行より㈱パスコに
対し 1,846百万円及び遅延損害金の支
払いを求め平成17年12月５日に反訴を
提起され(譲受債権請求反訴事件)､その
後、裁判上の手続きにより両訴訟を一
本化し、裁判は継続しております。

同左 同左

――
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< 中間連結損益計算書関係 >

(百万円) (百万円) (百万円)

１．特別利益の内訳

２．特別損失の内訳

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 13 166

242
820

189
732248そ の 他 1

当中間連結会計期間

17

113

前中間連結会計期間

0 149

115

－

－

267

確定拠出年金制度移行益 － 864

減 損 損 失 139 252

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 益

　前連結会計年度　

493

864

7,233
407

37
313

関 係 会 社 株 式 売 却 益 0

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 －

1,186

150

そ の 他 －

909417
3,276

た な 卸 資 産 評 価 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

29

2,721－
1,137

214

損害賠償金引当金繰入額 600 － －
－ －

ソ フ ト ウ ェ ア 除 却 損

役員退職慰労引当金繰入額 － －
電 話 加 入 権 評 価 損 －

投 資 有 価 証 券 評 価 損 95
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< 中間連結株主資本等変動計算書関係 >
本田さん

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日）

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

(変動事由の概要）
普通株式の増加数 17千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
普通株式の減少数 3千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

２.配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

該当事項はありません

< 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 >

　 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と
　 中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に掲記 (百万円) (百万円) (百万円)

   されている科目の金額との関係

現 金 及 び 現 金 同 等 物 187,879 189,594 228,745
償還期間が3ヶ月を越える債券等 △ 48,309 △ 87,870 △ 82,134
預金期間が3ヶ月を越える定期預金 △  5,635 △  3,395 △  4,522
現 金 補 填 業 務 用 現 金 △ 67,588 △ 63,780 △ 65,187
有 価 証 券 勘 定 49,694 89,541 83,809
コ ー ル ロ ー ン 勘 定 30,000 25,000 25,000

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 　前連結会計年度　

現 金 及 び 預 金 勘 定 229,718 230,099 271,780

当中間期末
株式数

233,288 ― ― 233,288

当中間期
増加株式数

当中間期
減少株式数

233,288

前期末
株式数

 発行済株式

 　普通株式

 　合計

 自己株式

普通株式 13,499 60 平成18年3月31日 平成18年6月28日

8,316

8,316

効力発生日

― 233,288―

3

3

基準日

 　普通株式

 　合計

決議

8,301

8,301

17

17

配当額（円）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）（注）

１株当たり

平成18年6月27日

定時株主総会
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セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報
(単位：百万円)

(1)外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

(単位：百万円)

(1)外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

(単位：百万円)

(1)外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

567,315   

－      

86,661    584,808   

80,255    567,315   －      

6,405     17,492    ( 17,492)

消　　去

28,981    

1,210     47,980    ( 6,969)

261,219   －      

31,440    269,185   ( 7,966)

　　営　 業 　費 　用

計

198,214   

152,221   

当中間連結会計期間　　自 平成 18 年 4 月 1 日　　至 平成 18 年 9 月 30 日

セキュリティ

1,597     48,986    

情報通信・

メディカル

サービス事業
保険事業

消　　去地理情報

サービス事業 又は全社その他の事業

42,206    ( 6,779)

267,666   

サービス事業

28,268    14,541    

115       

－      

( 10,757)10,757    

連　　結

1,453     36        

267,666   

－      5,222     

16,701    ( 3,977)

51,215    620       

13,573    

15,878    

△ 2,142  △ 2,304  

　　売　　　上　　　高

前連結会計年度　　　自 平成 17 年 4 月 1 日　　至 平成 18 年 3 月 31 日

前中間連結会計期間　　自 平成 17 年 4 月 1 日　　至 平成 17 年 9 月 30 日

267,666   

30,600    229,437   

( 10,757)

13,537    13,105    

14,035    

　　営業利益又は営業損失(△)

(2)

計

　　営　 業 　費 　用

　　営業利益又は営業損失(△)

計

　　営　 業 　費 　用

(2)

　　営業利益又は営業損失(△)

　　売　　　上　　　高

連　　結
又は全社

　　売　　　上　　　高

225,459   

(2) 3,929     

203,436   14,656    14,558    

その他の事業

278,424   

計
情報通信・

32,198    

計
セキュリティ メディカル

保険事業
地理情報

サービス事業 サービス事業 サービス事業

190,353   14,725    13,904    13,253    

261,219   

4,082     108       1,260     54        

194,436   

261,219   

2,459     7,966     ( 7,966) －      

15,435    

14,834    15,165    13,308    

30,230    221,205   ( 997) 220,208   

49,772    745       △ 1,621  

144,664   14,088    16,787    

△ 2,126  41,010    

セキュリティ メディカル
保険事業

地理情報 情報通信・
計

消　　去
連　　結

又は全社

393,479   29,048    29,260    35,271    

サービス事業 サービス事業 サービス事業 その他の事業

8,258     220       2,495     113       

401,737   29,268    31,756    35,384    ( 17,492) 567,315   

299,718   28,125    34,923    33,695    80,545    477,008   ( 3,802) 473,205   

102,019   1,143     △ 3,167  1,689     6,115     107,799   ( 13,689) 94,109    

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
 

   ２．各事業の主なサービス 

     (1) セキュリティサービス事業に含まれるもの 

        セントラライズドシステム、常駐警備、現金護送、安全商品の販売 等 

     (2) メディカルサービス事業に含まれるもの 

        在宅医療サービス、遠隔画像診断支援サービス、医療機器・器材の販売、医療機関向け不動産の賃貸 等 

     (3) 保険事業に含まれるもの 

        損害保険業、保険会社代理店業務 等 

     (4) 地理情報サービス事業に含まれるもの 

        航空測量及び地理情報システムの開発・販売 

      (5) 情報通信・その他の事業に含まれるもの 

        ネットワークサービス、データベースサービス、サイバーセキュリティサービス、ソフトウェアの開発・販売、 

        不動産の開発・販売、不動産の賃貸、ホテル経営 等 

 

   ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 6,104百万円、前中間連結

会計期間 6,487百万円、前連結会計年度 12,662百万円であり、その主なものは、当社本社の企画部門・人事部門・管理

部門及び海外の持株会社の管理部門に係る費用であります。 
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   ４．会計処理の変更 
  （役員賞与に関する会計基準） 
当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用してお
ります。 
これにより営業利益は、セキュリティーサービス事業が 34百万円、保険事業が 7百万円、情報通信・その他の事
業が  5百万円、消去又は全社が 49百万円減少しております。 
（保険代理店業務における売上高の計上基準） 
当中間連結会計期間より、保険事業の保険会社代理店業務における売上高の計上基準につき、受取保険料を売上
高、保険会社への支払額を原価に計上する方法から、両者を相殺した手数料相当額を売上高に計上する方法に変
更しております。 
従って、前中間連結会計期間は従来の方法によっており、当中間連結会計期間と同一の方法を採用した場合と比
べ、保険事業の売上高は 2,061百万円多く計上されております。 
 

５．追加情報 
  前連結会計年度下期より、当社及び一部の国内連結子会社においては、役員退職慰労金規則に基づく期末要支給
額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しております。 
従って、前中間連結会計期間は従来の方法によっており、当中間連結会計期間と同一の方法を採用した場合と比
べ、消去又は全社の営業利益は 43百万円多く計上されております。 
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２．所在地別セグメント情報
(単位：百万円)

(1)外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

(単位：百万円)

(1)外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

(単位：百万円)

(1)外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

105,870        902            106,772          ( 12,662)

447,969        12,888         460,858          12,347         

315              ( 315) －             

553,524        13,791         567,315          －           

42,206           

日　　本 その他の地域 計 消去又は全社 連　　結

47,840         471            48,311           ( 6,104)

212,525        6,972          219,497          5,962          

260,365        7,443          267,809          ( 142)

連　　結

計 連　　結消去又は全社

254,667        

－           

6,551          

日　　本

売　　   　上　　   　高

売　　   　上　　   　高

営 　  業  　 費   　用

営 　  業  　 利   　益

計

(2)

当中間連結会計期間　　自 平成 18 年 4 月 1 日　　至 平成 18 年 9 月 30 日

日　　本

260,223        7,443          267,666          －           267,666          

その他の地域 計 消去又は全社

142            －           

前中間連結会計期間　　自 平成 17 年 4 月 1 日　　至 平成 17 年 9 月 30 日

154            

その他の地域

261,219          －           261,219          

( 154) －             

254,821        261,373          ( 154) 261,219          

47,096         393            ( 6,478) 41,010           

207,724        6,158          213,883          6,324          220,208          

47,489           

6,551          

154              

計

(2)

営 　  業  　 費   　用

営 　  業  　 利   　益

売　　   　上　　   　高

前連結会計年度　　自 平成 17 年 4 月 1 日　　至 平成 18 年 3 月 31 日

(2)

567,315          

315            －           

計

営 　  業  　 費   　用

営 　  業  　 利   　益

567,315          

473,205          

94,109           

553,839        13,791         567,630          ( 315)

225,459          

142              ( 142) －             

267,666          

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

 

  ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

      その他の地域……アメリカ・イギリス・中国・タイ・インドネシア・オーストラリア 

 

   ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 6,104百万円、前中間連

結会計期間 6,487百万円、前連結会計年度 12,662百万円であり、その主なものは、当社本社の企画部門・人事部門・

管理部門及び海外の持株会社の管理部門に係る費用であります。 

 

４．会計処理の変更 
当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しておりま

す。これにより営業利益は、日本が 96百万円減少しております。 
 
５．追加情報 
   前連結会計年度下期より、当社及び一部の国内連結子会社においては、役員退職慰労金規則に基づく期末要支給額を役
員退職慰労引当金として計上する方法に変更しております。 
従って、前中間連結会計期間は従来の方法によっており、当中間連結会計期間と同一の方法を採用した場合と比べ、消
去又は全社の営業利益は 43百万円多く計上されております。 
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３.　海外売上高
(単位：百万円)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

(注) 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

販 売 の 状 況
(単位：百万円)

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

合　　　　　　計 267,666 261,219 567,315

情 報 通 信 ･ そ の 他 の 事 業 28,268 28,981 80,255

地 理 情 報 サ ー ビ ス 事 業 13,537 13,253 35,271

保 険 事 業 13,105 13,904 29,260

メ デ ィ カ ル サ ー ビ ス 事 業 14,541 14,725 29,048

至 平成 18 年 9 月 30 日 至 平成 17 年 9 月 30 日 至 平成 18 年 3 月 31 日

事　業　区　分

セ キ ュ リ テ ィ サ ー ビ ス 事 業

当中間連結会計期間

自 平成 18 年 4 月 1 日

198,214 190,353 393,479

自 平成 17 年 4 月 1 日

3.0% 2.8% 2.8%

前中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成 17 年 4 月 1 日

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

連 結 売 上 高 に 占 め る

海 外 売 上 高 の 割 合

15,723

267,666 261,219 567,315

8,140 7,253

至 平成 18 年 9 月 30 日 至 平成 17 年 9 月 30 日 至 平成 18 年 3 月 31 日

自 平成 17 年 4 月 1 日

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成 18 年 4 月 1 日 自 平成 17 年 4 月 1 日
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リース取引関係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(百万円) (百万円) (百万円)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

②　未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ
の配分方法については、利息法によっております。

前中間連結会計期間 　前連結会計年度　

5,791 6,432 5,991

2,456 2,521 2,488

当中間連結会計期間

5,184
12,579
124

5,184
11,452
159
16,797

65 53 44

17,889

3,363 3,543 3,453

1,821 1,641 1,731

9,090 9,744 9,720

80

5,661 6,147 6,222

前中間連結会計期間 　前連結会計年度　

10,065 10,711 10,671
8,183

3,424
1,515 3,079
194 418

当中間連結会計期間

支 払 リ ー ス 料
減 価 償 却 費 相 当 額
支 払 利 息 相 当 額 187

当中間連結会計期間

1,398

（１）借　手　側

取 得 価 額 相 当 額
建 物 及 び 構 築 物
有 形 固 定 資 産 ( そ の 他 )
無形固定資産 ( ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ )

計

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額
建 物 及 び 構 築 物

前中間連結会計期間 　前連結会計年度　

1,562 1,689

5,184
12,214
125
17,524

7,609 8,190

有 形 固 定 資 産 ( そ の 他 )
無形固定資産 ( ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ ) 93 71

計 7,706 8,144 7,804

中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高 相 当 額
建 物 及 び 構 築 物

1 年 超
合 計

有 形 固 定 資 産 ( そ の 他 )
無形固定資産 ( ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ )

計

1 年 以 内
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（２）貸　手　側
(百万円) (百万円) (百万円)

①　固定資産に含まれているリース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高

②　未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

④　利息相当額の算定方法
利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
（１）借　手　側
未経過リース料 (百万円) (百万円) (百万円)

（２）貸　手　側
未経過リース料 (百万円) (百万円) (百万円)

　前連結会計年度　

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 　前連結会計年度　

1,755

19,293 20,969

当中間連結会計期間

1,639
受 取 利 息 相 当 額 949 835

前中間連結会計期間当中間連結会計期間

1 年 以 内 2,275 2,248

1,238 2,690

合 計 34,922 37,012 35,908
1 年 超 32,647 34,764 33,671

2,236

受 取 リ ー ス 料 3,297 2,681 5,556

　前連結会計年度　前中間連結会計期間当中間連結会計期間

取 得 価 額

7,241

1 年 以 内 4,763 3,719

建 物 及 び 構 築 物
有 形 固 定 資 産 ( そ の 他 )

26,002

751
減 価 償 却 累 計 額

当中間連結会計期間

建 物 及 び 構 築 物
有 形 固 定 資 産 ( そ の 他 )

計

前中間連結会計期間 　前連結会計年度　

18,723 13,641 16,056
7,278

3,079 3,316

10,610 7,762 9,095

4,148
18,160 15,574 16,821
22,924

30,095 31,814
1 年 超 28,089 27,016 28,499
合 計 31,554

5,878 6,960

1 年 以 内 3,465

8,112

1 年 超
合 計

減 価 償 却 費

建 物 及 び 構 築 物
有 形 固 定 資 産 ( そ の 他 )

23,335

7,278

20,883

556 653

8,863 6,435 7,614

計 17,138 14,447 15,721

計

中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

6,527 6,685 6,625

前中間連結会計期間 　前連結会計年度　

－2 8－



有 価 証 券

当中間連結会計期間末(平成 18 年 9 月 30 日)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

２．その他有価証券で時価のあるもの

(注)差額のうち、組込デリバティブを一体処理したことにより損益に反映させた額は、65百万円(損失)であります。

３．時価評価されていない主な有価証券

 (1)満期保有目的の債券

その他の債券

 (2)その他有価証券

非上場株式(店頭株式を除く)

投資事業有限責任組合等への出資

ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等

5,572

1,385

(単位：百万円)

主 な 内 容

合　　計 170,721 186,722 16,000

　　(3)そ　の　他 15,616 17,099 1,482

　　　　そ 　の 　他 47,631 47,678 46

　　　　社　　　　債 43,607 43,349 △  　258

　　　　国債・地方債 22,282 22,062 △  　219

　　(2)債　　　券

　　(1)株　　　式 41,583 56,532 14,949

(単位：百万円)

種　　類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差　　額

合　　計 2,917 2,905 △  12           

　　(2)そ　 の　 他 －             －             －             

　　(1)国債・地方債 2,917 2,905 △  12           

(単位：百万円)

種　　類 中間連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

中間連結貸借対照表計上額

700

31,573

－2 9－



前中間連結会計期間末(平成 17 年 9 月 30 日)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

２．その他有価証券で時価のあるもの

３．時価評価されていない主な有価証券

 (1)満期保有目的の債券

その他の債券

 (2)その他有価証券

非上場株式(店頭株式を除く)

投資事業有限責任組合等への出資

ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等

(単位：百万円)

種　　類 中間連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

　　(1)国債・地方債 2,910 2,912 2

　　(2)そ　 の　 他 2,000 2,001 1

合　　計 4,910 4,914 4

(単位：百万円)

種　　類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差　　額

　　(1)株　　　式 28,845 45,199 16,354

　　(2)債　　　券

　　　　国債・地方債 26,059 25,928 △  　131

　　　　社　　　　債 54,210 54,307 97

　　　　そ 　の 　他 90,010 89,679 △  　331

17,869

　　(3)そ　の　他 17,180 19,061 1,880

(単位：百万円)

主 な 内 容 中間連結貸借対照表計上額

合　　計 216,307 234,177

900

1,671

27,301

5,898

－3 0－



前連結会計年度末(平成 18 年 3 月 31 日)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

２．その他有価証券で時価のあるもの

３．時価評価されていない主な有価証券

 (1)満期保有目的の債券

その他の債券

 (2)その他有価証券

非上場株式(店頭株式を除く)

投資事業有限責任組合等への出資

ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等

15,757 17,387 1,630

210,971 234,731 23,760

(単位：百万円)

(単位：百万円)

 △  265

56,725  △  589

69,272  △  834

連結貸借対照表計上額 差　　額

　　(1)株　　　式 43,080 66,900 23,819

合　　計

　　　　そ 　の 　他

　　(3)そ　の　他

　　　　国債・地方債

　　　　社　　　　債

　　(2)債　　　券

24,44424,710

主 な 内 容

31,229

6,200

1,694

(単位：百万円)

種　　類 連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

　　(1)国債・地方債 2,909            2,876            △  33           

△  33           

　　(2)そ　 の　 他 －             －             －             

1,000

連結貸借対照表計上額

合　　計 2,909            2,876            

57,315

70,107

種　　類 取得原価

－3 1－



デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

当中間連結会計期間末(平成 18 年 9月 30 日)
(単位：百万円)

前中間連結会計期間末(平成 17 年 9 月 30 日)

前連結会計年度末(平成 18 年 3 月 31 日)
(単位：百万円)

(注)１．時価の算定方法
契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。

２．金利関連における契約額等は想定元本額であり、この金額自体が市場リスクを示すものではありません。

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

合　　　　計 9,900           △ 69           △ 69           

△  2           

 
以
外
の
取
引

金
利
関
連

 
市
場
取
引 受取固定・

　　支払変動

△ 31           △ 31           

△ 33           

契　約　額　等 時　　価 評　価　損　益

2,800           

100             △  2           

(単位：百万円)

△ 72           

3              

100             △  0           △  0           

3              

評　価　損　益

7,800           △ 72           

種　　類

合　　　　計

受取変動・
　　支払固定

スワップ取引

△ 33           2,900           

対象物 区分
の種類

対象物 区分
の種類

金
利
関
連

 
市
場
取
引

 
以
外
の
取
引

種　　類 契　約　額　等 時　　価

スワップ取引

受取変動・
　　支払変動

2,000           

受取変動・
　　支払固定

受取固定・
　　支払変動

対象物 区分 種　　類

金
利
関
連

 
市
場
取
引

 
以
外
の
取
引

スワップ取引

契　約　額　等 時　　価 評　価　損　益
の種類

受取変動・ 2,800           △ 16           △ 16           
　　支払固定

受取固定・ 100             △  1           △  1           
　　支払変動

合　　　　計 2,900           △ 17           △ 17           

－3 2－



１ 株 当 た り 情 報

2,237.82円 2,039.47円 2,204.06円

116.27円 103.83円 234.28円

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の
　　　基礎は、以下のとおりであります。

(百万円)

(百万円)

(百万円) ( )

(百万円)

(株)

なお、潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益金額については、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

同左

280

280

52,713

52,994

225,002,496

自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日

自 平成 17 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日
１株当たり純資産額

１株当たり
当期純利益金額

前連結会計年度前中間連結会計期間

前連結会計年度

１株当たり
中間純利益金額

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

同左

自 平成 18 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 9 月 30 日

自 平成 17 年 4 月  1 日

至 平成 17 年 9 月 30 日

１株当たり
中間純利益金額

１株当たり純資産額

至 平成18年3月31日

当中間連結会計期間

１株当たり純資産額

　中間（当期）純利益

自 平成18年4月 1日

至 平成18年9月30日

26,158 23,363

自 平成17年4月 1日

１株当たり中間（当期）純利益金額

－ －

　(うち利益処分による役員賞与金) － －

　普通株主に帰属しない金額

23,363

　期中平均株式数 224,976,616 225,013,050

　普通株式に係る中間（当期）純利益 26,158

－3 3－




